
1

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

612 施策 良好な住環境の形成

建築指導事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

1

市民ニーズ、社会的役割 ・社会情勢の変化、遵法意識の高まりにより、事業者や市民からの問合せ等
が増加している。
・遵法意識とは別に、行政指導であるなら従わないなど、法の限界を試すよう
な問合せや、その行為に伴う苦情が増加している。
・業務量も法改正等により増加傾向にあり、費用対効果で測れる業務でもな
い。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 建築指導事業 開発審査室
建築基準法に基づく審査、検査、許認可、定期報告、違反指導等。
長期優良住宅法等の認定等。

事業全体が法定
事務

（千円）

12,991
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・耐震化率は、耐震改修以外に除却や建替、新築による建物数によって決ま

るため、耐震補助のみで目標値を達成することは現実的に難しいと考えられ
るが、今後も耐震化率向上につながる啓発を行っていく必要がある。
・大阪府北部地震を受け、危険ブロック塀等の撤去、改修等の補助制度を令
和元年度末までの期間で実施し、令和2年度から危険ブロック塀等の撤去に
重点を置いた補助制度を令和4年度末まで実施する。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 地域防災推進事業 開発審査室
吹田市耐震改修促進計画に基づき旧耐震基準の民間建築物への耐
震化啓発、費用補助。また、土砂災害特別警戒区域内の住宅移転・
補強補助。

事業の一部が法
定事務

（千円）

53,483
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・本事業は国の補助（全額補助）を受けて実施していたが、令和2年度末をもっ
て国の補助事業が終了となるため、市の補助制度も令和2年度末で廃止とす
る。

令和 元 年度

廃止

実施区分

③
住宅建築物アスベスト

改修事業
開発審査室

吹田市既存民間建築物のアスベスト含有調査補助金交付要綱に基
づき、アスベストの含有調査に対する費用の助成を行う。

事業全体が法定
事務

（千円）

0
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

④

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑤

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課


